








筆者は役人OBなので、 敢えて言えば、 この施策の設計は、 役人の腕の見せ所、 い

わば役人冥利。 経産省などがまずは法制面から検討を始めたと聞くが、 役人の不

当な役得を許さず、 実効があって皆が得心のいく制度に仕立てていただきたい。

■ 多様な排出源に削減を促す「炭素税」に期待

定型多数の排出源への規制や大規模排出者への排出量割り当ての仕組みがきちん

と行われることを前提に、 それ以外の多種多様な排出源に対して排出削減を促せ

る仕組みを考えないとならない。 期待されるのが、 炭素税である。

炭素税は、 CO2排出者が税負担と対策実施費用の合計を減らすために、 自らの排

出実態を踏まえ創意工夫をするよう促す。 その結果、 対策費用の社会全体の合計

額を最小化できるので経済的である。

しかし、 既に見たように、 2028年ごろにようやく導入される炭素賦課金は力不足

である。 炭素税の欠点の一つに、 税率がどれほどであったらCO2を十分に減らせ

るかが事前には正確には分からないということがある。 まして、 低額な賦課金で

は、 非力は最初から見えている。 どうしたらよいか、 次の通り、 提案する。

（この続きは）

■ 炭素税を導入しても国民の税負担は増えない仕組みに

■ 税収は変わらないのにCO2排出呈は減る

■ 追加的な財源で雇用の増加や福祉の向上にも

a
有料会員限定コンテンツ

こちらのコンテンツをご覧いただくには

有料会員登録が必要です。
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